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第４章　外事情勢

国際的な取組

違法行為の取締り

大量破壊兵器関連物資等の不正輸出

　平成26年３月、米国のオバマ大統領の提唱で開始された核セキュリティサミットの第３回会

合がオランダ・ハーグで開催され、核兵器に転用可能なプルトニウムと高濃縮ウランの保有量

を最小化することなどを盛り込んだ共同声明「ハーグ・コミュニケ」が採択されました。同声

明では、初めて各国にプルトニウムの保有量

を最小限にするよう促しました。

　また、同サミット開幕に先立ち、日本が研

究用に所持していたプルトニウムと高濃縮ウ

ランを米国に返還することなど、核物質の最

小化と適正管理に取り組むことを主な内容と

する日米首脳による共同声明が発表されまし

た。

　警察では、大量破壊兵器関連物資等の拡

散が国際社会における重大な脅威となって

いる情勢を踏まえ、８月には、米国が主催してハワイで実施されたＰＳＩ阻止訓練（注）

「Fortune Guard14」に参加しました。
（注）ＰＳＩ阻止訓練
　　　国際社会の平和と安定に対する脅威である大量破壊兵器、ミサイル及びこれらの関連物資の拡散を
　　阻止するために、国際法及び各国国内法の範囲内で参加国が共同して執り得る移転・輸送阻止のため
　　の措置を検討・実践する取組。我が国は平成15年の発足当初から積極的に参加。

　平成26年中、偽造旅券を行使するなどして
不法入国し、検挙された者の数は116人で、
前年同期（201人）と比較して85人減少しま
した。他方、偽造技術の向上により精巧な
各種偽造証明書が出回っているほか、偽装結
婚等により正規滞在者を装って滞在する偽装
滞在者の増加が懸念されています。
　また、入国管理局による外国人個人識別情
報認証システムが導入された19年11月以降、
退去強制歴のある者が、指先を刃物で傷つけ
るなど指紋を偽装して入国した事案も発生し
ています。
　我が国に存在する不法残留者の数は、26年１月１日現在で、約５万9,000人とされており、
前年同期（約6万2,000人）と比較して約3,000人減少しました。最近の傾向としては、不法残留
者の居住・稼働が小口化していることなどが挙げられます。
　このような中、入国管理局との合同摘発や集中取締りを積極的に推進した結果、26年中に
おける来日外国人に係る出入国管理及び難民認定法違反で検挙し送致した人員と同法第65条
による入国警備官へ引き渡した人員の合計が、3,883人となりました。今後も不法滞在者の摘
発を推進するとともに、不法滞在や偽装滞在を助長する集団密航、旅券等の偽変造、地下銀行、
偽装結婚等に係る犯罪に対する取締りを強化していくこととしています。

　大量破壊兵器関連物資等の拡散は、我が国のみならず国際社会における安全保障上の重大な

脅威となっていることから、我が国からの大量破壊兵器関連物資等の不正輸出に対する取締り
を推進しており、警察ではこれまでに30件の不正輸出事件を検挙しています。
　これまで検挙したこれらの事件においては、第三国を経由した迂回輸出の実態や摘発逃れ目

的での輸出名義人等の偽装が確認されるなど、その手口は悪質・巧妙化しています。

　警察では、国内外の諸情勢を的確に把握かつ分析し、関係機関との緊密な連携体制を構築す

ることにより、大量破壊兵器関連物資等の不正輸出に対する取締りを強化していくこととして

います。

ＰＳＩ阻止訓練における容疑物資の検査
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不法入国・不法滞在

在留カード偽造拠点の摘発（３月、愛知）
中国から在留カードを偽造するための材料を仕入れ、
マンションの一室でパソコンとプリンター等を使い、
大量の在留カードを偽造・販売していました。

在留カード（左、見本）と押収した偽造在留カード（右）
　偽造在留カードに関する事件検挙が増加傾向にあり、偽造在留カードが全国的に出回っていることが懸念
されています。


